平成２３年度地域自立支援協議会連絡会議開催状況 
Ⅰ 連絡会議のテーマとした課題

１　医療的ケアを必要とするケースへの支援について〔平成２３年８月２６日〕
２　ライフサイクルに応じた連続した支援について〔平成２３年９月９日〕
３　障がい者虐待防止・権利擁護について〔平成２３年９月２２日〕
Ⅰ―１関係課題
○支援学校卒業後に、医療的ケアを必要とするケースの受け皿（日中活動系サービス事業所、短期入所事業所）が少ない。

○地域で障がい児者が受診できる医療機関が少ない。

○医療的ケアが必要な障害児者のいる世帯では、医療的ケア実施上のリスク、従事者確保の困難等から対応する居宅介護事業所が非常に少ない。
○ＧＨ、ＣＨ利用者の高齢化、通所事業利用者の高齢化に伴い医療の必要なケースの増加と、医療機関との連携の必要性。

○日中一時支援の不足、夜間の医療的ケアに対応したケアホーム等の整備の課題。

　
Ⅰ―２関係課題

○就学前から学齢期、児から者へのつなぎ（サポートブック、プロフィールブック）の必要性。

○市教委から府教委（支援学校）へのつなぎ、保健、医療、教育、児童福祉、障がい福祉の連携強化の必要性。

○母に障がいがあり、不適切な養育、不登校、保育所通所が安定しない等の複合的な課題のある世帯への横断的な支援の必要性。

Ⅰ―３関係課題

（１）虐待防止
○虐待防止法の成立、ネットワーク・システム構築の重要性。
○障がい者虐待に関する相談システムの整備。

○障がい者の子育て支援（不適切な養育、見守り、継続支援の必要な事例）

○親族による年金等の経済的搾取、必要な食事や介護をおこなわないネグレクトなどの権利侵害が疑われるが、積極的な介入が困難な事例。
（２）成年後見制度
○成年後見の申立て、金銭管理の困難な障がい者への日常生活自立支援事業の利用促進における課題（利用申し込みニーズの増加、待機の状況）
○家族間トラブル、財産問題のある知的障がい者の支援事例。

○知的障がい者と同居する家族が高齢となり、認知面、身体面での低下により世帯としての総合的な支援が必要となった事例。

○知人との金銭貸し借りや、通信販売の購入等の金銭トラブルへの対応が繰り返される支援困難事例。日常生活自立支援事業の活用では限界あり、成年後見制度の利用も困難（医師の判断）。

Ⅱ その他地域課題
（１）児童の放課後支援
○放課後や長期休暇中に児童が使える社会資源が少ない。医療的ケアの必要な児童で、受入れ可能な資源が見つからない事例。

○特に重度障がいのある中高生における「放課後デイ」「日中一時支援施設」の利用ニーズの高さと、受け皿の不足。

　

（２）地域生活移行・定着支援
○とくに強度行動障がい者、触法障がい者の地域移行にかかる課題。受け皿の不足とより密度の濃い支援が受けられる仕組みの構築が必要。

○精神障がい者の地域移行における困難事例（長期入院、家族の反対、知的障がいとの重複等）

○精神障がい、知的障がいを重複しており、精神科病院からの退院にあたって、地域生活移行に向けた生活の練習の場が必要な事例。

○知的障がいがあり単身生活、日中活動の場への通所を拒否し、夜間大声を出したり、徘徊したりといった行動もあり、居住サポート事業も使いながら支援してきた事例。24時間の支援体制など、地域定着支援の地域での具体化が課題。


（３）相談支援体制の強化
○地域自立支援協議会への障がい当事者参画のあり方
○基幹相談支援センターのあり方

○ケアマネジメントの推進（地域の実情に沿ったフォロー研修等人材育成、ＳＶ機能等）


（４）社会資源の不足・利用時の課題について
○支援学校卒業後の進路選択時、施設からの地域移行時等の日中活動の場の不足。とくに生活介護のニーズが高い。
○身体障がい者の日中活動の場の不足（とくに聴覚障がい者、視覚障がい者）が顕著。施設への通所にはガイドヘルパーが使えないが、重度障がい者や単身者については通所手段がネックになる事例あり。
○利用していた事業所が新体系に移行（生活介護）し、障がい程度区分により継続利用が困難となった事例。法・制度上は別の事業所に通うことが適当となっても、本人にとって、環境の変化がもたらす影響は大きい。
○社会資源マップのあり方について、広域で検討が必要。
○重度知的障がい者で、行動障がいがあり、日中活動事業所での不適応状況から退所、在宅となった事例。家族の高齢化により在宅生活の継続が困難になったり、家族のレスパイトをはかるための社会資源の充実が必要。支援員不足の影響も。
○支援学校等、新卒者の就労継続Ｂ型事業所の利用について、経過措置は23年度で終了し、卒後すぐのＢ型利用ができなくなるのではないか。地域の就労移行支援事業所の側からは、短期間の実習で就労困難かどうかの判断は難しいとの声。
○通所施設の利用希望に偏りがあるため、調整を要する。今後、各施設の役割分担の整理や、新規開設の事業所について内容の検討が必要。

○地域の支援学級、支援学校への通学、施設に通所するに際して、家族が付き添えない事情がある場合に、ケースバイケース（ガイドヘルパーの特例支給、事業所とガイドヘルパーの特例支給で分担、ただし体制面で事業所の対応に限界）で対応せざるを得ない。通学や通所に支援を要する場合に、それぞれ教育の保障、重度の障がい者が安心して通所できる体制づくりが必要。
○放課後や長期休暇中に児童が使える社会資源が少ない。医療的ケアの必要な児童で、受入れ可能な資源が見つからない事例。

○特に重度障がいのある中高生における「放課後デイ」「日中一時支援施設」の利用ニーズの高さと、受け皿の不足。


（５）就労支援、職場定着支援について
○就労に向けたステップ、適職の判断に際し、職場実習のニーズが高い。民間企業での職場実習受入れの拡充や、公的機関での実習の場の確保、市役所での実習受入れについて検討が必要。就職者への定着支援については、きめ細やかな支援にマンパワーが必要。夕方以降に就労者が集まれる場や、情報交換の場が必要。

（６）障がい・高齢、自立支援法・介護保険（制度利用にかかる課題）
　（提出協議会：柏原市、東大阪市）

○高齢者、障がい者、病気等、多くの課題が絡みあった世帯の支援について、障がい福祉サービスと介護保険それぞれの制度利用を組み合わせて行う際に、利便性やサービス供給量の制約等の課題があった事例。制度を越えた連携体制や、どの機関が中心となるか等の課題も。

○障がい者の高齢化、家族の高齢化が進む中、介護保険移行後もサービス量が確保されるような仕組みが必要。事例；重度訪問介護、介護保険に上乗せした場合の国庫負担基準の制約、精神障がい者の障がい特性と要介護認定、知的障がい者の生活介護とデイサービス。

（７）発達障がい者の支援　
　○相談件数の増加、二次障がい、反社会的行動等、問題が複雑化してからの相談。

　○成人期になるまで支援につながらす、長期在宅、家族からの相談でつながるケースが増加、本人の障がい受容がすすまず、各支援機関にうまくつながりきらない経過をたどる事例。
　○発達障がい者支援センターは地域からは遠く、既存の地域社会資源の活用（人材育成から）、新たな社会資源の創出に向けた検討が必要。

　○発達障がいの早期発見、早期支援の体制構築。

　
（８）高次脳機能障がい者の支援
○高次脳機能障がいに関しては、障がい理解、地域生活における社会資源の開発等の課題が山積。地域で、介護保険サービスと障がい福祉サービスをコーディネートする機関、相談体制の構築・強化、ネットワークづくり、基幹となる機関の設置が必要。

○高次脳機能障がい（精神障がい者福祉手帳）が入所できる施設がない（旧法時身体・知的障がい者対象の施設であるため）。社会資源の乏しさ、調整の難しさ（家族のレスパイトが必要、日中活動の場づくりも課題）。

○高次脳機能障がい者に適した（利用できる）日中活動の場、生活の場がどの地域にも必要。

　本人や周囲が障がいを受容し、理解できるような機会がもっと必要。　無年金者への経済的支援が必要。

○高次脳機能障がい等、総合的な支援が必要な事例については、3障がいの相談支援（事業所）体制を整備し、連携、協力している。さらに、医療機関との連携がすすんでいくことで大きな地域の支援ネットワークが構築されていく。

○高次脳機能障がい者で、触法行為がある事例（支援困難事例）への対応



（９）入院時に必要となる支援
○知的障がいがあることで、病院側から24時間の付き添いを求められるが、個別事情により家族の付き添いが困難で、ヘルパーによる支援や、作業所職員、ケアホーム職員等、本人のことを理解している者の支援が必要となる事例がたびたび見られる。とくに入院生活においては身体介護とは別に、医師や看護師とのコミュニケーション支援が大きい。

障がいがあるが故に本人や家族に過重な負担が強いられることがないよう、必要な社会資源の開発検討が求められる。
　○ＧＨ・ＣＨ・入所施設における入院・通院の支援について、利用者の通院支援における対応に苦慮している。また入院の場合も同様の課題がある。医療機関との連携の必要性。

（１０）長期在宅者等処遇困難事例に必要な支援について　
　○相談支援プロセス導入までに、定期訪問を繰り返すなど、ニーズを引き出し、外部環境との接点への緊張や抵抗に対するコミュニケーションを中心とした支援等、本人・家族との信頼関係を築くことが重要な事例に対する方策が必要。

　
（１１）地域生活支援事業の広域調整
　○地域活動支援センターの利用について、費用負担（所在市町村が負担）と利用希望の関係で課題（ＧＨ利用者等）
　○移動支援について、支援学校への通学支援への対応、通院介助との兼ね合い等の課題。各市で運用に違いが大きい。
○日中一時支援の整備等財源の問題、単価、運用、事業従事者の要件等、広域で共通する課題について協議の継続、検討が必要。
※２の（３）と共通。

（１２）自立支援協議会の評価機能、府による府内協議会の状況把握と情報提供
　○協議会機能、委託相談支援事業所への事業所評価、相談支援体制評価の必要性と、他市との比較検討により、取組を相対化する必要性。府において、各市の状況を、より実態をとらえた項目で把握し、データベース化、提供することをお願いしたい。


　
<地域課題の整理基準>


資料３-２





⇒＊24年４月以降の円滑な障がい児通所支援体制の実施に向け、今後、協議・検討していく。


＊国に対する要望・提言：障がい児支援の新たな体系において、障がい特性に応じた細やかなサービス提供が行われるよう報酬体系や基準を設定すること(H23.6）　他。





⇒＊障害者自立支援法の一部改正により、「地域相談支援」が個別給付化。


＊府自立支援協議会地域支援推進部会に「地域生活移行ワーキング」を設置。今後の地域移行のあり方検討の基礎資料とするため、現在「地域移行・定着推進システムの構築に向けた調査」〔地域移行等調査〕（6～8月）を実施。


＊今後の地域移行の方向性等については、調査結果等を踏まえ、府障がい者自立支援協議会等で検討し、方向性や推進体制について提案。


＊国に対する要望・提言：計画相談支援や地域相談支援が十分機能する報酬体系を設定すること（H23.6）　他





⇒＊府自立支援協議会において、ケアマネジメント推進等を目的としたガイドライン策定に取り組んでいる。


＊国に対する要望・提言：市町村実施の障害者相談支援事業においては、必要な人員配置等に要する確実な財源措置が必要。また、基幹相談支援センターの設置促進等のためには確実な財源措置が必要（H23.8）　他





⇒＊府において、地域移行調査の結果等を踏まえ、今後の社会資源の整備のあり方等について検討するとともに、国への要望を行っていく。


＊国は24年度以降の取り扱いについて、サービス等利用計画の対象者拡大を踏まえ、一定のサービス利用の組み合わせについては、市町村の判断で可能となるよう検討中。　


＊地域生活を支える訪問系サービスや短期入所事業については、北摂７市３町参画により基盤整備促進作業部会を設置し、課題の整理や解決策について協議。今後も継続の予定。


＊広域的な社会資源集のあり方については、引き続き市町村と府において、協議を継続する予定。


＊国に対する要望・提言：事業者の経営基盤強化のため、人員配置基準や報酬額の必要な改善(H23.6 )/就労移行支援事業所の偏在や、利用にかかる職業（就労）評価のあり方について（H23.3）/現行移動支援事業の個別給付化の再検討(H23.8)　他


　　※H23．７．26厚労省事務連絡「特別支援学校卒業者等にかかる就労継続B型の利用の取り扱い等について」（周知を図る取り扱い）





⇒＊民間企業に職場実習受入れを促進するための事業等を実施（障がい福祉室自立支援課）


・「障がい者職場実習促進事業費補助金」：実習受け入れのための設備等の整備補助


　（補助限度額500万円／1企業等）。補助を実施した企業を「職場実習受入企業等」と


　して公表。「障がい者の職場実習」の受入れを促進。


・「障がい者就労サポートカンパニー」の登録：職場実習の受入や、業務の発注、就労支援に必要な人材、機器、物品等の提供など、障がい者の就労に取り組んでいる企業・団体を大阪府の就労支援企業として登録。府のＨＰ等に掲載。


・「障がい者一般就労・職場定着促進支援事業費補助金」：就労移行支援事業所が利用者に対して講座等を企画・実施する場合、一般就労した者を対象に勉強会・自主交流会等を実施する場合、就労移行支援事業者及び就労継続支援事業者（Ａ型・Ｂ型）が障害者就業・生活支援センター等と協力し、実際に障がい者雇用を検討する企業等の職務分析を実施した場合にその経費を補助。（その他、障がい者職場見学促進事業費補助金、障がい者離職・再チャレンジ支援助成事業費報償金、施設外就労等利用者雇用報奨金支給事業　等）


・精神障がい者社会生活適応訓練事業：通院中の精神障がいのある方を対象とし、集中力、対人能力、仕事に対する持久力、環境適応能力等を養うための訓練を協力事業所に委託。


＊公的機関（市役所等）での職場実習の受入れについて


・大阪府：例年約４０人程度を受入れ（知的障がい者、精神障がい者）、職場向けマニュアルを作成し、障がい理解、個々の特性理解と、実習目標に添った受入れを進める。


＊国に対する要望・提言：一般就労後の職場定着の支援策について検討すべき(H23.3) 他





⇒＊国に対する要望・提言：介護保険との関係の基本的な考え方の明確化やサービス利用調整の基準を示すこと(H23.3)　他


【参考】「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」（H23.８）


　　　・介護保険対象年齢になった後でも、従来から受けていた支援を原則として継続して


　　　　受けることができるものとする。








⇒＊大阪府発達障がい者支援体制整備検討委員会、発達障がい者支援センター連絡協議会（成人部会、子ども部会）等において課題整理、検討。


　　・府内6か所の療育拠点施設を活用し、児童デイサービス事業所や通園施設等職員を対象に療育技法研修を実施、冊子『乳幼児期からの発達支援「なんでかな？？？は気づきのスタート」』を作成、配布。


・成人期発達障がい者地域支援体制サポート事業：成人期の発達障がい者についての地域支援体制を確保するため、発達障がい者支援センター（アクトおおさか）での実地研修。


＊国に対する要望・提言：障がい児の療育システムや成人期発達障がい者に対する有効な支援手法の開発・確立（H23.6） 他





⇒＊現在、協力医療機関に対する実態調査を実施中。その結果を踏まえ今後の支援方策等について検討。


＊大阪府において、高次脳機能障がい支援普及事業（都道府県地域生活支援事業）を推進するため、「大阪府高次脳機能障がい相談支援体制連携調整委員会」を設置し、地域の実態把握、普及啓発、効果的な支援方策、関係機関の連携方策等について協議。


・高次脳機能障がい支援拠点機関（障がい者医療・リハビリテーションセンター）に、


　高次脳障がい支援コーディネーター（計5名）を配置。


※平成22年度、拠点機関で受けた相談件数の総数は、733件。





・高次脳機能障がいの正しい理解促進のための広報・啓発を実施（研修会の開催、ポスター配布、パンフ配布等）。


※精神科等医療機関等職員、障がい者支援施設等職員、市町村、保健所、教育関係機関等、当事者、家族向けに研修会を開催。


・高次脳機能障がい者及び家族等が地域で適切な支援を受けられる地域支援ネットワークの充実を図るため、①協力医療機関職員及び地域支援協力機関職員を対象として、研修会（高次脳機能障がい相談支援者養成研修 5日間）を開催。②地域支援ネットワーク資源マップ(平成22年度版)を作成・配布、③高次脳機能障がい者が、できるだけ身近な地域で診断、相談、支援が受けられるようネットワーク会議を開催（全体会議、府内8圏域）。





⇒＊入院者の円滑な意思疎通に関しては、コミュニケーション支援事業活用の検討。


＊付き添いを求められる等病院に関する相談窓口は、保健所に設置。


＊国に対する要望・提言：入院時でのヘルパー派遣ができるよう検討が必要(H23.8)　他





⇒＊地域活動支援センター利用調整会議による協議(～H23.3)や基盤整備促進作業部会による協議を実施。


＊国に対しても府から要望・提言：地域活動支援センターの利用について、自立支援給付における居住地特例の考え方を踏まえ、費用負担の調整を図るよう、通知等で明確にする必要がある。/現行移動支援事業の個別給付化の再検討(H23.8)　他





　⇒「大阪府自立支援協議会連絡会議」において、各地域自立支援協議会事務局から情報提供のあった「状況報告」をとりまとめて配布。併せて、提出された地域課題を整理し、共有できるよう情報提供。








共通する課題や優先して議論すべき課題等についえて、下記の視点で整理・分類





①府域全体の課題や地域で共通する課題など、府協議会としても検討すべきもの


（Ａ）連絡会議で共有　⇒　府自立支援協議会で協議事項として提案


（Ｂ）府域全体にかかる課題として、各部会、ワーキング会議等の場で引き続き


　　　検討、あるいは制度にかかわる課題として、国への要望・提言等を実施。


②関連する国や府等の事業を支援策の一つとして提案できるもの


③個別事例や地域で引き続き検討が必要と思われるもの


④地域における先進的、あるいはユニークな取組で、他の地域でも参考となるもの
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